
市町村財政比較分析表(平成17年度普通会計決算)
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※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし
　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。
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※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄
[ 財政力指数 ]　固定資産税の減収などから０．７１と類似団体平均を下回っている。今後、徴収体制の強化による市税等の確保、退職者
不補充による職員数の削減、事務事業の整理合理化、投資的経費の必要性・効果等を選択した延期・縮小等による見直しにより、財務体
質の強化を図る。

[ 経常収支比率 ]　類似団体平均よりも良好な８４．５％であるが、年々悪化傾向にあるため、職員数の削減、給与の見直しなどにより人件
費の抑制に努めるとともに、全ての事務事業について、費用対効果を検証しながら整理合理化を図る行財政改革への取組を通じて義務
的経費の削減を図り、現在の水準を維持する。

[ 人口１人当たり人件費・物件費等決算額 ]　類似団体と比較すると高くなっている。主な要因は人件費であり、上郡及び西播磨テクノポリ
ス地域の消防事務を受託していることや幼稚園・保育所・学校給食センターなど子育て関連事業を市直営で行っているためである。今後
は、民間でも実施可能な部分については、指定管理者制度の導入等により委託化を進め、職員数削減・コスト低減を図る。

[ ラスパイレス指数 ]　平成１６、１７年度の２年間は、財政難のため、職員給料を一律２％カットしたことで、県内の市の中でも低い水準の
９４．９となっている。また、管理職手当については、平成１５年度から部長級１０％、課長級５％のカットを継続している。さらに、特殊勤務
手当についても、平成１７年１０月に２２種のうち８種の手当を廃止する見直しを行ったところであり、給与構造改革にあわ

せ、今後とも適正な給与水準を維持するように努める。

[ 人口１人当たり地方債残高 ]　類似団体と比較して市債残高は大型継続事業を推進してきた関係で多額となっている。新規発行額の抑制
を行い、平成１７年度以降建設事業に対する市債の発行限度額を６億円以下に見込み、それに伴い平成２１年度末においては、市債残高を
２４０億円台に縮減する目標数値を設定している。

[ 実質公債費比率 ]　下水道事業への一般会計繰出金が多額にのぼることなどから、類似団体平均よりも大幅に悪い２３．８％となっている
が、平成１７年度から２１年度の間については、投資的経費の圧縮により市債発行額を大幅に抑制（６億円以内）することから元利償還金の
増加は抑えられ、また、下水道使用料の料金改定及び下水道平準化債の発行により下水道会計繰出金の縮減を図ることから、今後は減少
に転ずるものと見込まれる。

[ 人口１，０００人当たり職員数 ]　類似団体と比較すると多くなっている。その理由としては、上郡及び西播磨テクノポリス地域の消防事務を
受託していることや幼稚園・保育所・学校給食センターなど子育てに関する事業を市直営で行っているためである。このような特殊要因があ
るが、定員適正化計画に基づき、退職者に対する採用数の抑制や再任用職員の活用、民間委託の推進等により、今後５年間のうちに５．
１％の純減を目標に掲げ、適正な定員管理に努める。


